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新潟大学オープンアクセス加速化事業 成果報告書【概要】 

【補助事業の概要】 
2025 年からの学術論文等の即時オープンアクセス（OA）義務化に対応するため、各大学等

の即時 OA に向けた、体制整備・システム改革を加速させることを目的とした補助事業であり、

本学はその事業に申請し、令和 6 年 7 月２６日に採択され、補助金の交付を 受けた。 

【本学における事業概要】 

１．本学認証基盤と連携したリポジトリ登録支援システムの開発 

研究業績登録システム（research map）、研究成果公開システム（新潟大学学術リポジトリ）及 

び本学認証基盤と連携し、研究成果のリポジトリ登録を効率化する機能と、オープンアクセス化 

状況を可視化する機能を備えた新たなシステムを開発した。これにより、教員・職員双方の研究 

成果オープンアクセス対応に係る作業負担の大幅な軽減が可能となった。 

２．論文公開掲載料（APC）の補助 

Web of Science 収録誌に採択された論文（83 報）に対して、APC の全額補助を行った。 

また、その際の補助実績や利用した研究者からのアンケートについては、令和 7 年度以降 

の APC 補助のあり方についての検討材料とした。 

３．FD 講演会およびセミナーの開催 

外部有識者を迎えての FD や附属図書館職員による教職員向けのセミナーを開催し、本学 

教職員の即時 OA に関する理解増進を深めた。 

４．AI を活用した本学研究者の研究成果の公開 

リポジトリに登録されたコンテンツを活用し、本学の研究成果について、AI を活用した分析を

行い、広く、児童・生徒等を対象として、解りやすく提供する実証システムを構築した。 

５．即時 OA に関する広報 Web サイトの構築及び広報活動の実施 

学内向けの専用 Web サイトを構築し、「2025 年からの学術論文等の即時 OA 義務化」や 

「オープンサイエンス・オープンアクセスの促進」について、広く教職員に周知した。 

６．外部委託による所蔵データ未登録資料の遡及入力 

資産管理上の解決すべき喫緊の課題であった所蔵データの遡及入力について、本事業の 

補助金を活用して業務の一部を外部委託し、早期に完了した。 

７．即時 OA 対応のための業務体制の整備 

2025 年度から学術論文等の即時 OA が義務化されることに伴い、関連する業務の増大に対 

応する為、附属図書館における業務体制を整備し、オープンアクセス係を新設した。 

また、本学の関係部局が一体となって、オープンサイエンスを推進する体制整備を進

めることとしている。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1421775_00009.html


目  次 

はじめに  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

１．本学認証基盤と連携したリポジトリ登録支援システムの開発・・・・３

２．論文公開掲載料（APC）の補助  ・・・・・・・・・・・・・・・・７

３．FD 講演会及びセミナーの開催 ・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

４．AI を活用した本学研究者の研究成果の公開・・・・・・・・・・・・13

５．即時 OA に関する広報 Web サイトの構築及び広報活動の実施・・・・15

６．外部委託による所蔵データ未登録資料の遡及入力・・・・・・・・・17 

７．即時 OA に対応のための業務体制の整備・・・・・・・・・・・・・19 

まとめと今後の展望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21



1 

はじめに 

オープンアクセス（OA）とは、論文や研究データなどの研究成果をインターネッ

ト上で公開することで、誰もが自由に利用できるようにすることを言い,研究成果

の共有・公開を推進し、研究活動の加速化や新たな知識の創造等を促す取組 

みです。 

オープンアクセスの理念は、2002 年の OA に関する世界的な宣言（ブダペスト宣

言）の「研究を加速し，教育を豊かなものとし，富める者の学術を貧しき者と，貧 

しき者の学術を富める者と共有し，文献を可能な限り有用なものとし，共有された 

知的会話と知識の探求を行う中で人類を一体化するための基盤を築く」 にさかのぼ

ることができます。研究者自身が文献をリポジトリ等で公開するセルフアーカイビ

ング（グリーン OA）と論文処理費用（APC：Article Processing Charge）を支払う

ゴールド OA という２つの道筋が提示されました。米国や欧州などにおいては、以 

後、論文のオープンアクセスが進行しますが、ことに近年においては、研究助成団 

体や機関によるオープン化政策と、それに合わせた出版社のビジネスモデルの構築 

によって、ゴールド OA が急速に浸透しています。 

日本においては 2023 年５月に開催された G7 科学技術大臣会合において、「科学 

的知識並びに研究データ及び学術出版物を含む公的資金による研究成果の公平な普 

及による、オープンサイエンスを推進する」 ことが合意されました。その後、内

閣府の総合科学技術・イノベーション会議を中心に議論が進められ、公的資金によ

って生み出された研究成果を広く国民に還元すること、その共有・公開を通じて自

由な利活用を図ること、世界に対して日本の研究成果の発信力を向上すること、グ

ローバルな学術出版社等との交渉を通じて経済的負担の適正化を行うことが掲げら

れました。 2024 年２月の「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基 

本方針」（統合イノベーション戦略推進会議決定）では、2025 年度から新たに公募

を行う即時オープンアクセスの対象となる競争的研究費を受給する者（法人を含む

む）に対し、該当する競争的研究費による学術論文及び根拠データの学術雑誌への

掲載後、即時に機関リポジトリ等の情報基盤への掲載（オープンアクセス化）を義

務づけられることになったのです。

これらの方針を踏まえ、即時オープンアクセス義務化に対応するため、文部科学 

省により「オープンアクセス加速化事業（人工知能等社会実装研究拠点事業補金）

」 が措置されました。オープンアクセスに係る全学的なビジョン（オープンアクセ

ス方針・研究データポリシー等）に基づく事業計画等を策定している大学等を対象

として、研究成果の管理・利活用システム（機関リポジトリ等）の開発・高度化、 

学長等のリーダーシップのもと全学的なマネジメントによる当該システムの運用・ 

※１
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組織体制強化、オープンアクセスを推進する学内支援策（戦略的な APC 支援等）等 

の実施を支援し、各大学等の即時オープンアクセスに向けた、体制整備・システム 

改革を加速させることを目的とした補助事業です。 

新潟大学では「研究成果のオープンアクセス加速のためのシステム構築およびオ 

ープンアクセス義務化に向けた学内体制整備」を掲げて応募し、採択されました。 

本事業に採択されたことにより、本学認証基盤と連携したオープンアクセス・モ 

ニタリングシステムの開発、APC 補助事業、FD 講演会や Web サイト構築をはじめと

する広報・周知活動、AI を活用した本学研究者の研究成果の公開、学内体制整備な 

ど、様々な取り組みを実施してきました。なお、本事業の実施にあたっては、附属 

図書館の職員が全館体制でワーキンググループを編成して取り組みました。 

本報告書では、本事業の成果、および今後の課題、展望について取りまとめま 

す。 

●学術資料運営機構附属図書館におけるオープンアクセス加速化事業の実施体制
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１．本学認証基盤と連携したリポジトリ登録支援システムの開発 

(概要、目的) 

本学の機関リポジトリである「新潟大学学術リポジトリ」(Nuar)は 2007 年か 

ら運用が開始され、2024 年３月 31 日現在、33,830 件の論文等が掲載されていま 

 した。 

学内で刊行された紀要論文や、インターネット公開が義務付けられている学位論 

文は定常的に収集・登録がされてきましたが、学術雑誌論文や研究データの登録が 

少ないことが課題でした。 

その要因として、Nuar の登録の手続きが煩雑で、教員は登録申請書の作成・ 

提出が求められること、職員が代理で登録するための作業の負荷などが考えられ 

ました。また、教員は Nuar 以外にも業績を researchmap に登録しており、とく 

に教員側での手続きの重複を解消する必要がありました。 

本学教員および職員の作業負担を軽減し、オープンアクセスを加速するため、 

researchmap や Open Policy Finder と API 連携し、JAIRO Cloud に対応したリポ 

ジトリ登録支援機能を持ち、かつ教員が自身の OA 状況を確認できるモニタリング 

機能を併せた OA モニタリングシステムの開発を行いました。開発の過程で、シス 

テム名は「Nuar-Assist(新潟大学学術リポジトリ登録支援システム)」と決定し

ました。 

 また、本システムへのログインについて、システム独自の新たなアカウントを 

作成するのではなく、本学で導入している Microsoft アカウント(Entra ID)と連 

携することとしました。ログイン負担を軽減しつつセキュリティを担保できるた 

め、Nuar-Assist のシステム開発とは別に、認証の連携作業を行いました。 

(実施状況) 

 本学で仕様を策定した上で、Nuar-Assist の開発は(株)TOYODATA、認証基盤との 

連携は(株)アシアルが実施しました。 

 Nuar-Assist のシステム開発は 2024 年 11 月に開始され、2025 年３月 28 日に完 

了しました。 

具体的には、 

 システム上でのデータステータスとステータスに沿った登録フローの決定

 フローに沿ったシステムの構築

 各種 API との連携
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 researchmap(研究成果情報の取り込み)

 Unpaywall(OA 状態の判定)

 Open Policy Finder(研究成果の公開・再利用ポリシーの検索)

 CiNii Research OpenSearch(論文情報の補完)

 本学仮想サーバでのシステム稼働

などの機能を連携しながら開発しました。 

認証基盤との連携についてもシステム開発と並行して進め、2024 年 12 月～2025 

年３月にかけて実施しました。 

結果として、Nuar-Assist に Microsoft EntraID での SAML 認証を用いたシングル 

サインオンを導入し、学内の他の Microsoft サービスに Microsoft アカウントでロ

グインしていれば Nuar-Assist にアクセスした時に自動でログインがされるという 

仕組みを実現しました。 

仕様策定や実施にあたっては、図書館職員だけではなく、情報基盤センター(シス 

テム仮想サーバ、NAS 設置場所、認証基盤関係情報の提供、システム導入にあたっ

ての協議)や総務部企画課(researchmap 情報の提供)とも緊密に調整・連携をしまし 

た。 

(成 果) 

・Nuar-Assist(新潟大学学術リポジトリ登録支援システム)の開発完了

・Nuar-Assist と本学 Microsoft アカウントの連携完了

機能紹介に代えて、システムを利用した研究成果の登録フローを、概要図と具体的 

な手順で紹介します。 

4
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1. (教員)researchmap に論文等の研究業績を登録する。

2. (自動)researchmap に登録された論文等のデータを API 連携で Nuar-Assist に

取り込む。

3. (教員)本学 Microsoft アカウント(Entra ID)で Nuar-Assist にログインし、

researchmap から取り込まれた内容を確認し、研究成果のファイルを添付して

リポジトリ登録申請を行う。

4. (職員)申請をもとに、システム上でメタデータを作成する。

5. (職員)作成したメタデータと研究成果ファイルをもとに、Nuar 登録に利用す

る zip ファイルがシステムで自動生成されるので、ダウンロードする。

6. (職員)ダウンロードした zip ファイルを Nuar にインポート(取り込み)して、

7. 登録が完了する。完了通知をシステムからメールで教員に発出する。

上記の機能・フローにより、これまで発生していた、 

 教員：登録する研究成果の選別・提出、登録申請書の作成・提出、メール文の

作成

 職員：登録データの収集、論文の公開・再利用ポリシーの調査、メタデータの

作成、研究成果の登録

といった作業が大幅に軽減されるようになります。2.と 3.の間で、職員が研究者に 

登録を促すためのメールも簡単に送信できるような機能も備えています。研究者に 

求められる即時 OA の条件をスムーズに満たすとともに、リポジトリでの OA を選択 

することで、OA にかかる費用(APC)を削減できます。 

(今後の予定) 

 2025 年６月頃まで図書館担当部署でテスト運用の準備を行い、準備が整い次第、 

一部の教員を対象にテスト運用を実施する予定です。 

テスト運用の中でいただいたご意見や改善点をもとに必要な改修を行った上で、

即時 OA 対象となる競争的研究費(科研費)の公募が開始される 2025 年夏頃を目途に 

本システムの本格運用を開始します。 
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(参考画像) 

1.Nuar-Assist ロゴ

2.Nuar-Assist トップ画面(2025 年 4 月時点)
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２．論文公開掲載料（APC）の補助 

（概要、目的） 

本学におけるオープンアクセス促進のうち、ゴールド OA への直接的な支援とし 

て、本学の研究者を対象とした APC（Article Processing Charge）を補助する実 

証実験を行いました。具体的には一定の要件を満たした論文について、APC の全 

額を補助し、オープンアクセスとする取り組みです。また、本事業に応募した研 

究者へアンケートを行うことで、令和７年度以降の APC 補助のあり方についての 

検討材料として活用します。 

（実 施 状 況） 

●実施期間

令和６年９月 11 日～令和７年２月 20 日までの間で実施しました。事業開始段階

では、令和７年１月 17 日までを公募期間とし学内に周知し公募を行いました。 

最終的に、予算額の上限に達したため、令和７年２月 20 日に募集を締め切りまし 

た。 

●対 象

申請要件は以下のように定め、募集要項を作成して学内に周知しました。

（1）本学の専任及び特任の教員、または本学の大学院生であること。

（2）Web of Science 収録雑誌に掲載された論文の筆頭著者または責任著者で

あること（論文への貢献が同等である場合を含む）

（3）APC を支払うことにより当該論文を OA 化したこと。

（4）論文のアクセプト日が令和６年８月１日以降であり、令和７年１月 17 日

までに、本学の予算により APC の支出を所属部局の会計担当係に依頼済

みもしくは経費精算を依頼済みであること。

（5）期日までに、指定の申請フォームから申請を行うこと。また、申請フォーム

のアンケートに回答いただくこと。

●申請および採択方法

申請者に指定の申請フォームから必要事項を入力して応募してもらいました。

その内容を確認のうえ、募集要項の条件を満たすものを採択しました。

●事務手続き

申請内容から当該 APC の支払処理を特定し、予算振替を行うことで、APC 費用を

補助しました。申請者の所属部局での会計処理が完了してから予算振替するた
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め、申請者と所属部局への予算振替完了の通知は、申請月の翌々月初め頃に行い

ました。 

（成   果）  

申請件数及び採択結果 

申 請 件 数：87 件 

採 択 件 数：83 件 

不採択件数：４件 

（理由）：・アクセプトが対象期間外の申請（２件） 

・別の申請者からの論文と重複となる申請（１件）

・Web of Science 収録外（１件）

（今後の予定） 

本事業と並行し、更なる OA 推進に関する取り組みとして、転換契約の締結につい 

て検討を重ねてきました。転換契約とは、電子ジャーナルの購読料を APC 転換させ 

ることにより、OA 出版の拡大と全体的な費用の抑制を目指す契約のことです。 

その結果、令和７年度から Elsevier 社と転換契約を締結し、転換契約に関する学 

内独自の運用として、Elsevier 社が発行するハイブリッド OA 誌に掲載された論文 

に対して、著者が APC の一部を負担することで OA 出版ができる「新潟大学オープン 

アクセス推進に係る論文掲載料支援制度」（以下、「APC 支援制度」）を実施する

こととなりました。 

なお、OA 出版に係る著者からの負担金を含む APC 支援制度の内容は、転換契約を 

締結する出版社が増えた際、また制度利用の実績や研究者の意見等を踏まえて適宜 

見直しをする予定であり、引き続き研究者支援のための環境整備を進めていきま

す。 
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３．FD 講演会及びセミナーの開催 

（概要、目的） 

大学全体で即時 OA を推進していくには、学内教職員の間で即時 OA の重要性と利

点についての認識を広く共有していくことが不可欠です。そこで、即時 OA への理解

増進を目的に、広報活動の一環として教職員向けの講演会やセミナーを開催しまし

た。 

講演会は、国内外におけるオープンサイエンスの動向など、学内の問題に限らず

幅広い視点から即時 OA について知っていただくために、オープンアクセス分野の有

識者を講師としてお招きする FD 講演会という形で実施しました。 

一方のセミナーは、即時 OA に関する国の方針や、本学における対応策などを担当

職員が直接お話しし、教職員の抱える疑問にお答えする機会として、従来 URA と協

働で開催してきた「知りたいことだけサクッと学術情報セミナー」（以下、「サク

ッとセミナー」という。）という図書館職員による短時間・単一テーマのミニセミ

ナーの一部として実施しました。

（実 施 状 況） 

●FD 講演会

・附属図書館 FD 講演会

「オープンアクセスの国際的動向と日本における即時 OA について」

内容：講演「オープンアクセスの国際的動向と日本における即時 OA について」

谷藤 幹子 氏(国立情報学研究所 オープンサイエンス基盤研究センター 

  副センター長) 

報告「本学における即時 OA 対応および APC について」 

 棚橋 是之（新潟大学 学術情報部 学術情報管理課長） 

日時：令和６年 10 月 29 日(火)14:30～16:00 

開催方法：対面とオンラインによるハイブリッド式 

会場：中央図書館 Ｂ棟１階 ライブラリーホール 

参加者：90 名 

・全学 FD 講演会

「研究の促進と成果の可視化に向けて－オープンアクセスの意義と本学における

 支援策について－」 
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内容：講演「学術コミュニケーションにおけるオープンアクセス・オープン

サイエンスの意義について」

林 和弘 氏（文部科学省 科学技術・学術政策研究所 データ解析 

政策研究室長） 

  講演「オープンアクセスの動向と研究成果の可視化・再利用について」 

 山之城 チルドレス 智子 氏（Taylor & Francis Group, Business 

Development Manager） 

報告「2025 年度の APC 補助について」 

棚橋 是之(新潟大学 学術情報部 学術情報管理課長) 

報告「機関リポジトリによるオープンアクセスの登録支援について」 

平田 完(新潟大学 学術情報部 学術情報サービス課長) 

日時：令和７年３月 18 日(火)14:00～16:00 

開催方法：対面とオンラインによるハイブリッド式 

会場：人文社会科学系棟 講義室 E160 

参加者：124 名 

※Zoom 配信については、DX 推進機構デジタル教育支援基盤部門の協力で実施。

●サクッとセミナー

・「オープンアクセスに関する国の動向について」

講師：棚橋 是之(新潟大学 学術情報部 学術情報管理課長) 

日時：令和６年９月 26 日(木)12:00～12:30 

開催方法：対面とオンラインによるハイブリッド式 

会場：中央図書館 Ｂ棟２階 リサーチ・コモンズ 

参加者：52 名 

（成   果） 

９月に開催したサクッとセミナーでは、即時 OA 義務化の概要等を紹介し、本学に

おける今後の取組について説明しました。当日は沢山の質問をいただき、教職員の

方々が抱える疑問や懸念の多さと、即時 OA、あるいは OA そのものに関する周知の

不足が明らかになりました。 

これらを踏まえ、10 月の FD においては、国立情報学研究所の谷藤氏を講師に迎 

え、国際的な観点から日本における OA についてご講演いただきました。 

当日は多くの方にご参加いただき、質疑応答も活発でした。 
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ただ、事後のアンケートでは、問題の複雑さを認識し、もっと詳しく知りたいと

いう意見も寄せられました。 

これを受け３月の FD では、NISTEP の林氏と Taylor & Francis 社の山之城氏を講

師に迎え、「研究者にとって OA はどのような意義や利点を持つのか」という観点か

らご講演いただきました。また、当日は本学における次年度以降のより具体的な OA

支援策についても併せてご説明しました。 

これらを通し、2025 年度から始まる即時 OA 義務化について、教職員の間にある

程度の理解を広めることができたものと考えます。 

（今後の予定） 

本学では、2025 年４月から Elsevier 社との電子ジャーナル契約を転換契約に移

行し、同社のハイブリッド OA 誌に掲載された論文への APC 補助が開始されました。

また、夏には Nuar-Assist（新潟大学学術リポジトリ登録支援システム）の正式公

開も控えています。これらについてより具体的な内容を直接ご説明するためにも、

今後は実務担当者によるサクッとセミナーの開催に中心に、講演会やセミナーを通

じた OA に関する理解増進の取り組みを継続していく予定です。 

令和６年９月に実施したサクッとセミナーの様子 
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令和６年 10 月に実施した FD 講演会の様子（ステージ右手が講師の谷藤氏） 

令和７年３月に実施した FD 講演会の様子①（壇上に講師の林氏） 

令和７年３月に実施した FD 講演会の様子②（壇上に講師の山之城氏） 
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４．AI を活用した本学研究者の研究成果の公開 

（概要、目的） 

本学では日々研究活動が行われており、沢山の学術論文等の研究成果が発表さ

れ、「新潟大学学術リポジトリ」にて保存・公開されています。しかし、学術論文

等の研究成果は、地域住民、中高生といった多くの方にはあまり馴染がない上、難

解な理論や専門用語などのために内容を理解するのが難しいということがあり、な

かなか知っていただけないという点がネックとなっておりました。そこで、ビッグ

データアクティベーション研究センターの教員の力をお借りして、新潟大学学術リ

ポジトリに格納された論文に対して、AI により一般・中高生・小学生の３つのレベ

ルで解説する文章を生成し、論文と合わせて表示することで、本学の研究成果を幅

広い年齢層の皆様に知っていただくという実証実験を行いました。 

（実 施 状 況） 

「新潟大学学術リポジトリ」に掲載されている学術論文（33,000 件超）のうち、

二次利用の制限がなくかつ日本語論文（紀要論文、学位論文を含む）を対象として

検討を開始しました。ただ、実際に対象となる論文ファイル(PDF ファイル)を確認

したところ、ファイル作成時に起因すると思われるテキストデータの文字化け、レ

イアウト崩れ等が多々発見され、そのままでは AI には投入できないことが判明しま

した。このため、PDF ファイルからテキスト起こしをする作業をまず先行して実施

しました。約 1,100 件の論文についてテキスト起こしを行い、解説文作成のための

 AI に投入しました。初めに元論文から大人向けの解説文を生成し、大人向け解説

文から中高生向け解説文、中高生向け解説文から小学生向け解説文を AI により生成

しています。 

今回使用した AI についてですが、OpenAI 社の GPT-4 を利用し、モデル入出力レ 

ベルでのチューニング（以下、チューニング）によって出力制御を行っています。 

AI の追加学習は行っていません。さらに、原文の不要な引用の回避・省略、専門用

語の説明文の埋め込み、ふりがな（ルビ）の付与といったデータ処理及びチューニ

ングを意図的に行うことで、元論文の依拠性を回避するとともに独立した創作物と

し、著作権者の権利を侵害しないようにしています。これらにより、論文の「要

約」ではなく、論文の背景・目的等の解説を目的とした「解説文」という形で提供

しています。 

このようにして生成した論文の解説文に対して、生成時に得られた定量的評価と

目視による定性的評価を実施し、解説文として不備がある、あるいは不十分である
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ものを除きました。最終的には約 850 件の論文及び解説文を Web サイト「AI が解

説！新潟大学の研究」（https://repolab.lib.niigata-u.ac.jp/）に掲載すること

ができました。 

（成   果） 

本プロジェクトは、リポジトリコンテンツの二次利用と、AI による活用という２

つの面におけるパイロットケースとなりました。プロジェクトを進める中で、リポ

ジトリに登録されているコンテンツの二次利用における権利の問題と、PDF の品質

に関する技術的問題が明らかになりました。また、AI による解説文生成にあたって

の法的、技術的問題点も判明し、それらを今後どのように解決していけばよいかと

いう知見も得ることができました。 

今回 AI により生成された解説文は、大人向け、中高生向け、子ども向けと、それ

ぞれのレベルに合わせて生成しており、このことにより、本学の研究成果を幅広い

年齢層の方々に、解りやすく発信することが可能となりました。 

（今後の予定） 

一般公開後は、ログなどを通してサイトの利用状況をモニタリングするととも

に、附属小学校においては、教材としての活用などを予定しています。 

また、これらのフィードバックを踏まえて、ビッグデータアクティベーション研

究センターと、今後のデータ件数の追加や AI の精度の向上等について検討していき

ます。 
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５．即時 OA に関する広報 Web サイトの構築及び広報活動の実施 

（概要、目的） 

本学におけるオープンアクセス（以下、「OA」）・オープンサイエンスの推進、

および即時 OA の義務化へ向けた対応等に関する学内研究者への周知を目的とし、

Web サイトの構築と広報資料の作成を実施しました。 

Web サイトについては、OA および即時 OA 義務化に関する基本情報および最新情報

を発信するポータルサイトとして活用できる構成を目指しました。 

広報資料については、「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本

方針」の内容とともに、本学において OA を実現する具体的な手段（「新潟大学学術

リポジトリ」への掲載および APC 補助）について周知することを目的として作成し

ました。

（実施状況） 

●Web サイト構築

先行大学の Web サイトや内閣府等が作成した即時 OA 関連資料を参考にサイトの内

容・構成の検討を行い、①オープンアクセスとは、②オープンアクセスにするに

は、③APC 補助・割引情報、④イベント情報の４つのカテゴリを設けました。  

コンテンツの作成とサイトの設計・構築を進め、10 月 24 日に「新潟大学オープン

アクセス支援サイト」（https://www.lib.niigata-u.ac.jp/openaccess/）を公開し

ました。学内導線に配慮し、本学 Web サイトの研究支援関連のページにもリンクを掲

載しました。 

●広報資料の作成

10 月に開催した FD に合わせ、即時 OA 義務化に関するフライヤーを作成し、FD の

参加者や図書館利用者に配布しました。フライヤーの内容は館内のデジタルサイネ

ージでも配信しました。さらに、フライヤーの内容を発展させ、①オープンアクセ

スにする方法、②OA の効果、③即時 OA の義務化、④用語集の 4 点を盛り込んだリ

ーフレットを作成しました。 

 また、OA を推進するためのキャッチフレーズ（「研究成果を世界へひろげる、つ

なげる。 新潟大学はオープンアクセスを推進します。」）を考案し、リーフレット

に掲載するとともに、同じキャッチフレーズを使用した広報グッズ（クリア 

ファイル・ノート）を作成しました。
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（成   果） 

Web サイトに OA に関する基本的情報をまとめるとともに、令和６年度限定補助事

業への申請方法や FD の開催情報等、最新の情報を適時周知することができました。

また、トップページに以下のリンクボタンを設置したことで、主要なシステムや情

報へスムーズにアクセスできるようになりました。 

① リポジトリ登録支援システム（Nuar-Assist）

② 新潟大学学術リポジトリ

③ APC 補助・割引情報へ

広報資料については、令和７年度以降の配布に向け必要な情報を盛り込んだリー

フレット等を完成させるとともに、今後の広報に活用できるキャッチフレーズを考

案することができました。 

（今後の予定） 

令和７年度中に運用開始予定の Nuar-Assist や APC 支援、FD 開催等に関する最新

情報を Web サイトで発信するとともに、Nuar-Assist の稼働に合わせてリーフレッ

ト等を学内の研究者に配布する予定です。

 

 

※左背面：クリアファイル、左全面：B5 ノート、右：リーフレット

※新潟大学オープンアクセス支援サイト（2025 年５月８日時）
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６．外部委託による所蔵データ未登録資料の遡及入力 

（概要、目的） 

 附属図書館では昭和 62 年度に図書館システムの運用を開始しています。 

運用開始以前に取得した資料について､所蔵データの遡及入力を行う必要がありま

したが､完了には至っておらず､令和６年３月時点での未登録資料 192,202 冊の処理

が喫緊の課題となっていました。所蔵データ遡及入力に係る作業量及び作業期間を

試算したところ､図書館職員 30 名が１人当たり１日１時間作業を担うものと仮定す

ると､遡及入力の作業完了まで３年～４年かかることが判明しました。 

図書館職員がリポジトリを含めたオープンアクセス促進に注力できるよう、所蔵

データの遡及入力作業を早期に完了させることは、本事業の主旨にも合致している

ため、本事業の補助金を活用して外部委託を行いました。 

（実 施 状 況） 

遡及入力作業を外部委託化するため、所要日数および所要人数を改めて試算し、

仕様を策定しました。入札までの期間、遡及入力マニュアルの作成や人文学部合同

資料室（以下、資料室という）で図書館システムを利用するためベンダーとの調整

等、関係各所と準備を進めました。 

2024 年９月には、シダックス大新東ヒューマンサービス（株）が業務を実施する

ことが決まり、10 月より五十嵐地区８名（中央館５名、資料室３名）、医歯学図書

館６名で遡及入力作業を開始しました。 

中央館では、製本雑誌、貴重図書の順に登録作業を進めることとし、特に貴重図

書については、和漢古書の登録に時間を要すため一部の図書でデータが未入力のま

まとなっていましたが、貴重図書の取り扱い方などの基本的なことから細かく説明

し、遡及入力作業用に入力項目を整理してマニュアルを作成したことで、経験の浅

い人員でも作業を進めることができました。 

2025 年１月に、医歯学図書館の遡及入力が完了したため、２月から医歯学図書館

の作業従事者６名のうち５名（１名は退職）を中央館に配置換えを行いました。中

央館の作業従事者を増員し貴重図書の遡及入力作業をさらに推し進め、３月 28 日 

にすべての作業が完了しました。 
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（成   果） 

外部委託による所蔵データ未登録資料の遡及入力の冊数は、以下のとおりです。 

資料種別 作業内容 合計 

中 央 館 
貴重図書 

所蔵データ入力 13,011 冊 

書誌データ作成 1,283 冊 

製本雑誌 所蔵データ入力 26,734 冊 

資 料 室 
図  書 所蔵データ入力 17,702 冊 

製本雑誌 所蔵データ入力 3,413 冊 

医歯学図書館 

貴重図書 
所蔵データ入力 1,275 冊 

書誌データ作成 1,138 冊 

製本雑誌 所蔵データ入力 22,273 冊 

学位論文 
所蔵データ入力 50 冊 

書誌データ作成 49 冊 

これまで図書館職員で行っていた遡及入力の冊数と合わせ、令和６年３月末時点 

で未登録であった 192,202 冊の遡及入力を完了させることができました。 

（今後の予定） 

附属図書館では、所蔵データの遡及入力の完了が、資産管理上の解決すべき喫緊 

の課題でしたが、令和６年度に採択されたオープンアクセス加速化事業の補助金を 

活用し、業務の一部を外部委託することで、当初の見込みを大きく上回り、短期間 

で完了することができました。 

遡及入力作業が完了したことで、オープンアクセス・オープンサイエンス促進に 

注力できる体制を整備することができ、令和７年度以降、整備された体制のもと、 

本学におけるオープンアクセス・オープンサイエンスの促進に取り組んでいきま 

す。 
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７．即時 OA 対応のための業務体制の整備 

（概要、目的） 

2025 年度から競争的資金における即時オープンアクセスが義務化されます。 

これにより APC 補助、リポジトリ登録等オープンアクセスに関する業務の増大 

が想定されており、従来の附属図書館の業務体制では対応が困難となることが予 

想されました。こういった増大が想定される業務に対応するために、附属図書館 

の業務体制整備を行いました。 

加えて学内におけるオープンサイエンス・オープンアクセスを協力に推進して 

いくための体制についても整備を行いました。 

（実 施 状  況） 

オープンアクセス関連業務に重きを置いた業務体制とするためには、これまでの

業務体制、特に係体制の再編が必須となってきます。再編するにあたって業務の洗 

い出しを行ったところ、学術情報管理課では遡及入力の未了が、学術情報サービス 

課ではサービス提供機器の老朽化による業務負担増が解決すべき課題と判明しまし 

た。これを受けオープンアクセス加速化事業において、業務委託による遡及入力の 

実施と、自動貸出機の更新をはじめとするサービス提供機器の更新を行い、いずれ 

も年度末までに完了し、課題は解決され、係体制再編が可能となりました。 

学内における体制整備につきましては、研究推進課・URA 等の部署と検討を進め 

ました。 

（成 果） 

オープンアクセスに重きを置いた係再編ということで、学術情報管理課において

は、従来は分かれていた図書資料業務と雑誌資料業務を統合して実施する資料整備 

係に再編するとともに、転換契約を含む電子ジャーナル業務、リポジトリ関連業務 

、及びその他のオープンアクセス関連業務を行うオープンアクセス係を新設しまし 

た。 

オープンアクセス関連業務に重きを置いた業務体制となりました。

学内においては、関係機構長等で構成されるオープンサイエンスを推進するため 

の実施体制、さらにその下位に担当部署に横串を通すオープンサイエンス担当部局 

による連絡会を設け、理事等を含む関係部局一体でオープンサイエンスを推進する 

体制を整備することとしています。 
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（今後の予定） 

附属図書館としては、新設したオープンアクセス係により、学内紀要論文のリポ 

ジトリへの網羅的な登録、電子ジャーナル契約における転換契約の拡大を進めてい 

きます。OA 義務化の対象の研究成果が刊行されはじめる時期を見据えながら、学内 

におけるオープンアクセスの周知・普及・定着も進めていく予定です。またオープ 

ンサイエンスの推進に向けても、学内の関係部署が連携して進めていきます。

学術情報部組織改編図 
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まとめと今後の展望 

本報告書では、新潟大学におけるオープンアクセス加速化事業について、取組み 

状況をまとめました。附属図書館を中心として、グリーン OA を支援するためのシス 

テム整備（1.）とゴールド OA への直接的な支援（2.）、それらの広報周知のための

活動（3.および 5.）、さらには OA コンテンツの再利用による実験的なサービス開 

発（4.）を行いました。 

また、オープンアクセス・オープンサイエンスを推進するための組織の整備や従 

来業務の効率化による人的リソースの捻出（6.および 7.）に取り組みました。  

このことにより、即時オープンアクセス義務化に対応する準備が整ったというこ 

とができます。 

ただ、課題としては、学内の研究者への周知は未だ十分ではありません。本事業 

で開発したシステムを利用し、一部のジャーナルの APC 補助を継続していくことで 

、中長期的にオープンアクセスへの理解と促進を目指していく必要があります。 

加えて、2025 年から開始されるオープンアクセス促進の延長線上には、論文の公 

開にとどまらず、研究データの適切な管理と戦略的な公開共有をはかり、それによ 

りインパクトの高い研究成果を生み出そうとするオープンサイエンスの考え方があ 

ります。国際的には FAIR 原則 （Findable,Accessible,Interoperable,Reusable）

が提唱され、社会全体のデジタル化や世界的なオープンサイエンスの潮流を捉え

て、自由な研究と多様性を尊重しつつ、オープン・アンド・クローズ戦略に基づい 

た研究データの管理・利活用を進めることが必要となっています。本学でも新しく 

設置予定としている学内関係部局によるオープンサイエンス推進体制のもとに、全 

学的な取組みの端緒につきました。 

データ駆動科学といった新しい領域での研究成果により、社会にイノベーション 

をもたらし、社会課題の解決が図られる一方で、伝統的な領域での研究の深化や新 

しい領域との融合研究も、長期的に見れば価値を創出するものです。研究成果とし 

ての論文と研究データが価値を持ち、さらなる研究に結びつく良い循環を生み出す 

ために、オープンアクセス・オープンサイエンスの環境を整備し、未来社会に向け 

て価値ある国際水準の研究を生み出していくことが、新潟大学の使命ということが 

できるでしょう。 

※文中の( )数字は、報告書の目次番号を示す。

※６
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※１ ブダペスト・オープンアクセス・イニシアティブ（BOAI：Budapest Open Access Initiative）

   https://www.budapestopenaccessinitiative.org/read/ 

 https://www.budapestopenaccessinitiative.org/boai10/japanese-translation/ （日本語訳） 

※２  ・G7 Science and Technology Ministers' Communique

 https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/g7_2023/230513_g7_communique.pdf 

・G7 科学技術大臣共同声明（仮訳）

https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/g7_2023/230513_g7_kariyaku.pdf

※３  公的資金による学術論文等のオープンアクセスの実現に向けた基本的な考え方（令和５年

 10 月 30 日総合科学技術・イノベーション会議 有識者議員） 

 https://www8.cao.go.jp/cstp/231031_oa.pdf 

※４ 学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針（令和６年２月 16 日統合

イノベーション戦略推進会議決定）

https://www8.cao.go.jp/cstp/oa_240216.pdf

※５ オープンアクセス加速化事業の公募開始について（令和 6 年 3 月 26 日 文部科学省）

 https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1421775_00008.htm 

オープンアクセス加速化事業の採択機関の決定について（令和 6 年 7 月 5 日 文部科学省）

https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1421775_00009.html

※６ The FAIR Data Principles
https://force11.org/info/the-fair-data-principles/ 

FAIR 原則（「The FAIR Data Principles」和訳） 

https://biosciencedbc.jp/about-us/report/fair-data-principle/ 

https://kotobank.jp/word/%E3%81%B6%E3%81%A0%E3%81%BA%E3%81%99%E3%81%A8-3167764
https://kotobank.jp/word/%E3%81%8A%E3%83%BC%E3%81%B7%E3%82%93%E3%81%82%E3%81%8F%E3%81%9B%E3%81%99-3221478
https://kotobank.jp/word/%E3%81%84%E3%81%AB%E3%81%97%E3%81%82%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%B6-3143216
https://www.budapestopenaccessinitiative.org/read/
https://www.budapestopenaccessinitiative.org/boai10/japanese-translation/
https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/g7_2023/230513_g7_communique.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1421775_00009.html
https://force11.org/info/the-fair-data-principles/
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